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研究成果の概要（和文）：　
　研究では、日欧米多国籍企業が中国に設置する購買調達拠点（IPO）に焦点をあて、IPOの設置動機や役割、全社調達
戦略に与える影響について国際比較を行い、グローバル調達の拡大を強化している日系多国籍企業の実態と直面する課
題を検討した。中国IPOは調達可能な部品群の範囲と量を拡大するだけではなく、全社調達戦略や事業戦略にも影響を
及ぼす存在になりつつあることを明らかにした。また、本社における職位とそれに伴うパワーを持つ駐在員は、IPOの
成果に好影響を与える傾向が見られた。生産のみならず、調達やサービスなど海外拠点の機能が多様化する中、駐在員
の役割やグローバル人的資源のあり方への示唆が得られた。

研究成果の概要（英文）：　
　The purpose of this research is to clarify the evolution process of global sourcing and the role of the 
International Procurement/Purchasing Offices (IPOs) of Multinational Corporations (MNCs) in China. The 
strong growth of sourcing in China induces the IPOs not only to collect intelligence on the supply market 
but also to have an influence on setting the global sourcing strategy for the whole company. The Chinese 
IPOs could also facilitate the direct investment abroad for China. In addition, the expatriates are the 
key to operate and execute the strategies of IPO. There is still room to explore in more detail how the 
various roles of expatriation can be made more effective and how expatriation can be used as a strategic 
tool, such as in managing transactions and global sourcing strategy, to meet the challenges of the 
international environment.

研究分野： 国際経営
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１．研究開始当初の背景 

近年、東アジアにおける新興市場の形成や
生産技術の向上が進むにつれ、グローバル規
模での生産と流通ネットワークが構築され
つつある。かつて、多くの欧米企業による直
接投資において、国際市場におけるリスクと
不確実性を回避するため、生産拠点の内部化
志向が強く見られたが、ここ数年、生産工程
レベルを細かく分け、本国と東アジア諸国の
中でそれぞれの活動に適した立地条件を選
別した上で各工程の配置や外部化を行い、グ
ローバル調達を通じた国際間取引をする傾
向が強まっている(Arnold, 1999; Byrne, 2005; 

Ettlie and Sethuraman, 2002)。 

多国籍企業間のグローバルな競争の高ま
りの中で、部品や資材の共通化などグループ
一体となった調達活動の合理化を強化する
動きが広がっている。多国籍企業は、グロー
バル調達を効率的に行うために、しばしば現
地調達先に国際購買・調達拠点(IPO)を設置し
ている(Nassimbeni and Sartor, 2006)。本研究に
おける IPOの定義は「世界各地の生産拠点に
部品や材料、他の工業材料を調達するために
設立された海外での購買・調達オフィス」の
ことを指す(Goh and Lau, 1998)。IPO は、調達
機能にとどまらず、本社や世界各地に散在す
る生産拠点と現地サプライヤーとの仲介役
として情報交換や信頼関係の形成を促進し、
更には全社の購買戦略への影響力も発揮し
ている。特に近年は、中国やインドなどの新
興国における調達が急速に拡大し、IPO の重
要度は増すばかりだが、IPO の機能や組織構
造に焦点をあてた学術研究はまだ少ない。 

他方、日本企業の多くは国内外を問わず、
日系企業を中心とした企業間取引を行う傾
向にあった(高・下野, 2006)。ここ数年、部品
やデバイスの分野において外国企業を相手
に販路を開拓しているものの(天野, 2005)、日
系企業という枠を超えたグローバル調達は
十分に進展していない。よって、競争力を高
めるために日本企業もグローバル調達に対
して真剣に取り組む必要がある。しかし、現
地での IPO設置や現地サプライヤーの開拓お
よび取引関係の構築と維持についての研究
は殆どない。 

 

２．研究の目的 

本研究では、多国籍企業の中国における
IPOに焦点をあてて、各企業が中国 IPO を設
置する動機、IPO の役割とグローバル調達の
戦略に与える影響、世界各生産拠点における
グローバル調達の仕組み、本社による IPOの
支援体制と組織体制構築について日欧米多
国籍企業の国際比較を行い、グローバル調達
の拡大を強化している日系多国籍企業の実
態と直面する課題を明らかにする。 

これまでの研究により、欧米企業の多くは
グローバル調達が拡大する中で、中国に IPO

を設置することによって、現地サプライヤー
の新規開拓や安定した供給体制を維持し、グ

ローバル調達の拡大と効率化を図っている
ことを明らかにしている。本研究は中国 IPO

設置の動機や IPOと世界各国の拠点との相互
連携の方法などに注目し、IPO の役割と組織
能力について日欧米の比較研究を行うと同
時に、海外進出のために必要とされる人材育
成システムの形成について日欧米企業の相
違点を検討する。 

 

３．研究の方法 

本研究は日欧米多国籍企業における中国
での調達について扱った国際比較研究であ
り、IPO 責任者をはじめ、調達や購買を担当
する現地スタッフへのインタビュー調査を
ベースにした事例研究により、次の課題を考
察する。 

（１）グローバル調達拠点の展開プロセス及
びその役割、調達活動の仕組み。 

（２）グローバル調達に必要とされる駐在員
の役割と人材の育成システム形成。 

 

４．研究成果 

当該期間中にいくつかの雑誌に論文の掲
載が許可された。その中で主だったものを紹
介する。 

（１）グローバル調達拠点の展開プロセス及
びその役割、調達活動の仕組み 

掲載論文①、⑤、⑥、⑨は、多国籍企業の
中国 IPOに焦点をあて、複数企業を研究対象
にインタビュー調査を実施し、中国 IPO 設置
の動機や IPO の役割、調達活動の仕組み、グ
ローバル調達の戦略に与える影響について
日欧米多国籍企業の国際比較を行い、グロー
バル調達の拡大を強化している日系多国籍
企業の実態と直面する課題を検討してきた。
中国における多国籍企業の多くは、グローバ
ル調達において、販売業者から調達を行って
いたが、調達規模の拡大やその重要性の高ま
りにつれ、中国にある生産拠点の中に IPOを
設置することによって自社自らグローバル
調達の機能を持ち始め、そして生産拠点から
IPO を独立することによって調達機能を強化
してきたという中国 IPOの展開プロセスを明
らかにした。また、サプライヤーの能力開発
に伴って高品質かつ低コストの部品や資材
の安定調達の環境整備が進める中、中国 IPO

は多国籍企業本社のグローバル調達戦略や
事業戦略に影響を及ぼす存在になりつつあ
り、その役割とグループ全体における位置づ
けはさらに大きくなると考えられる。 

また、中国 IPOの発展プロセスと位置づけ
も他地域とは異なっている。まず、中国に生
産拠点を持つ多国籍企業が多いため、多くの
IPO は生産拠点内に設置してから独立すると
いう段階を経ていた。生産拠点は現地調達を
高めるため、サプライヤーの開拓及び技術指
導を行った。それゆえに、供給基盤の整備に
伴って現地の品質エンジニアを多く育成す
ることとなった。多国籍企業による技術指導



のもとで中国ローカル・サプライヤー品質や
技術は格段に向上し、それらの多くはインタ
ーナショナル・サプライヤー (international 

supplier)からグローバル・サプライヤー(global 

supplier)へ成長できた。こうした供給基盤の
整備はさらなる生産拠点の設立を促進させ、
研究対象の多国籍企業の多くは中国に複数
の生産拠点を持っており、それらの生産に供
給する新規開拓や既存サプライヤーの生産
改善能力の引き上げ、品質向上などのサプラ
イヤー開発もさらに進められ、より高品質か
つ低コストの部品や資材の安定調達の環境
整備となる。こうした外部にサプライヤー市
場の形成と、内部に品質エンジニアの育成は、
工場からの IPO独立を可能にしたと考えられ
る。 

また、巨大な消費市場としても注目されて
いる中国市場で、多国籍企業が事業拡大を加
速する中、先進国市場と異なる新技術やイノ
ベーションが次々と生み出されている。中国
IPO は、これらの新技術や情報をグループ全
体へ伝達する重要な役割をしていることが
ヒアリング調査によって明らかとなった。外
部環境と内部組織と接点となる IPOは、購買
と物流、品質、エンジニアリング、生産など、
機能間、部門間、地域間をまたがる内部調整
の役割を果たしながら、サプライヤーの情報
と市場ニーズの動向を本社や世界各地の生
産拠点へと伝達しているのである。中国 IPO

の多くは重要な役割を担っていると位置づ
けられていると言えよう。 

日欧米企業のグローバル調達の違いも浮
き彫りになっている。欧米企業の多くは、中
国での調達は中国域内の生産拠点のみなら
ず、本国や中国域外の生産拠点にも供給して
いるため、調達量と拠点間の調整、中国サプ
ライヤーと海外生産拠点の連絡など、煩雑か
つ複雑な調達機能を担う IPOが必要となって
いる。また、IPO は中国で調達可能な部品群
の範囲と量を拡大するのではなく、サプライ
ヤーと生産拠点との共同開発を促進させる
など、グループ全体の購買戦略のみならず、
事業戦略にも影響を及ぼす存在になりつつ
ある。 

それに対して、中国 IPOを設置する日系多
国籍企業は稀である。その結果をもたらした
要因の 1 つは品質の問題である。日本企業の
多くは、中国地場サプライヤーにおいて、技
術的専門知識の欠如や品質のばらつき、貧弱
な配送サービスなど問題があると認識して
おり、中国では日系企業を中心とした企業間
取引を行っている。そして第 2の要因は、日
系企業の多くが保有する中国の調達機能は、
日本や中国以外の生産拠点への供給は少な
く、主に中国域内の生産拠点に供給している。
その調達機能は、中国子会社の調達や購買部
門が十分果たしているため、中国 IPOを設置
する必要がなかったからである。それは、日
本企業の多くは独自性を持つ事業部やカン
パニー制が組織構造の中に根強く残ってお

り、生産拠点の海外移転はそれぞれの事業分
野によって展開される傾向が見られるから
である。また、事業分野の独立性が強いため
に、拠点間の調整と統合も難航しやすく、欧
米企業のような分散された拠点を国際的に
統合されたグローバル調達を行うための組
織として編成し構築するのは困難であろう。
グローバル調達を促進するには、異なる事業
分野間の横連携の強化や、IPO の責任範囲の
拡大など課題に取り組む必要があると示唆
される。 

（２）グローバル調達に必要とされる駐在
員の役割と人材の育成システム形成 

掲載論文②、⑦、⑧は、グローバル調達の
推進に重要な役割を果たす IPOに派遣される
強力なリーダーシップが求められる駐在員
に焦点を当て、駐在員の役割と人材育成、派
遣の仕組みについて考察を行った。 

米系多国籍企業を対象にした事例研究よ
り、本社における職位とそれに伴うパワーを
持つ駐在員は、流動性の高いと言われるホワ
イトカラーから構成される組織のマネジメ
ント、さらに本社の海外進出戦略に影響する
まで重要な役割を担っている。本社から駐在
員を派遣することによって、現地拠点の創造
性や自立性の欠如、現地人のモチベーション
低下などの問題がしばしば指摘されている。
事例研究では、現地人従業員は駐在員の存在
を否定的批判的に捉えるのではなく、むしろ
駐在員が重要な役割を果たすことに高い期
待を寄せていることが明らかになった。駐在
員の経歴と経験、パーソナリティなどが、海
外拠点の役割およびパフォーマンスに大き
な影響を与える。とりわけ、海外拠点を機能
させる上で、駐在員が本国本社において高い
職位に就き、それを効果的に活用して本社の
意思決定に影響を及ぼす存在になることが
重要であると示唆される。生産のみならず、
調達やサービスなど海外拠点の機能の多様
化が進む中、海外に派遣する駐在員の役割や
人数、グローバル人的資源のあり方への示唆
が得られると期待できる。 

日本では、企業活動の更なるグローバル化
が進むにもかかわらず、海外勤務意欲の低下
(白木, 2006)などの問題は深刻化する傾向が
見られる。本研究では、事例研究の対象とな
った日系企業では、1 年短期滞在の若手技術
者を派遣することで、駐在員不足の問題を緩
和しながら派遣コストを抑えることにした。
また、駐在期間を 1 年間と短く設定すること
で、長期の滞在に抵抗のある中、海外勤務の
ハードルを下げることになっている。この短
期滞在中には、技術指導など多様な役割をこ
なしていく中、技術力の向上に伴って責任感、
思考力、対応力を高めるなど若手技術者の成
長を促すことも可能にした。さらに仕事に直
接かかわる技術や経験を積むだけではなく、
現地でのビジネス事情や文化、慣習など現地
に一定期間を滞在して初めて理解できる多



様な暗黙的情報と知識を習得し、現地事情に
精通できるようになる。同社が導入した若手
派遣制度が、「短期駐在」の具体的かつ有効
なモデルの１つを提示したと言えよう。 

本国拠点で蓄積した優れた経営資源を海
外拠点に移転し、現地の事情に適合させなが
ら最大限に活用する際、海外拠点の経済活動
を困難にする要因とその解決方法や、その背
景にある社会制度と慣行など、拠点を取り巻
く環境を十分理解しなければ，最適なサポー
トは提供できない。事例研究より、海外拠点
の事情を理解している駐在員経験者が多数
日本拠点に戻るにつれ、現地事情と問題点を
踏まえて適切な対応と支援を可能にし、迅速
に問題解決できたことが明らかになった。駐
在員が赴任中に蓄積してきた知識や経験は、
本国と海外の拠点間のコミュニケーション
や本社における支援体制構築を促進するこ
とができたからである。この事例から、本社
の支援体制を形成し機能させるには、現地の
実態と問題点などを把握し、現地の考え方や
商慣習などを深く理解できる海外経験者を
増やすことが重要であることが示唆される。
そういう意味で、駐在員が、本国で蓄積され
た技術や経営ノウハウを移転し、現地経営の
コントロールなど海外拠点で重要な役割を
担うだけではなく、現地情報を本国拠点に伝
え、現地の事情や問題解決に必要とされる最
適な支援体制を整備するなど、帰任後にも海
外駐在経験を活かす重要な役割を果たすこ
とができると言えよう。 

つまり、駐在員の役割は赴任中に限られず、
帰任後にも海外拠点へのサポートや拠点間
の連携を促進することが期待できるかもし
れない。しかし、多くの日本企業では本社に
よる海外拠点の経済活動をサポートする機
能は十分とはいえない(高, 2013a; 高, 2013b)。
また、海外派遣後の帰任者の再適応に注目し
た研究があるものの、本国拠点への知識移転
など本国拠点での活用といった帰任者の役
割に関する研究はそう多くなされていない。
グローバル競争が繰り広げられる中、駐在員
育成と派遣の仕組み、そして駐在員が帰任後、
海外で蓄積された知識や経験を本国拠点で
活用できる仕組みなどは、今後の研究課題と
して一層深めていく必要があると考えられ
る。 
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